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　第 3 節　本章の小括







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































頁（日本加除出版，第 1 版，2008）、橋本カツ子「資料 中華人民共和国婚姻法」ケ
ース研究270号184頁（2002）、清河雅孝ほか「資料 中華人民共和国改正婚姻法」産














説』567頁（日本加除出版，第 1 版，2008）、橋本カツ子「資料 中華人民共和国婚
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姻法」ケース研究270号185-186頁（2002）、清河雅孝ほか「資料 中華人民共和国改


























（ 6 ）大阪高決平29・ 4 ・28判時2355号52頁、大阪高決平24・ 3 ・29判時2288号36
頁、最決平15・ 8 ・ 6 家月56卷 2 号160頁。
（ 7 ）山本和彦「間接強制の活用と限界」曹時66巻10号34頁（2014）、佐藤千恵「判
批」中京学院大学研究紀要24卷41頁（2017）。
（ 8 ）大阪高決平29・ 4 ・28判時2355号52頁、大阪高決平24・ 3 ・29判時2288号36
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（46）遠藤富士子「面接交渉の時期・方法・履行確保」判タ1100号190頁（2002）。
（47）上向・前掲注（40）209頁注（13）。
（48）法制審議会民事執行法部会第 7 回会議「部会資料 7 　子の引渡しの強制執行に
























（57）最決平25・ 3 ・28判時2191号39頁、最決平25・ 3 ・28判時2191号48頁、最決平
25・ 3 ・28判時2191号46頁。
（58）馬＝莫・前掲注（ 9 ）92頁。


















































（103）東京高決平20・ 7 ・ 4 家月61巻 7 号53頁。
（104）甲府家決平23・10・19家月64巻 8 号67頁、東京高決平20・ 7 ・ 4 家月61巻 7 号
53頁。
（105）大阪高決平29・ 4 ・28判時2355号52頁、大阪高決平24・ 3 ・29判時2288号36
頁、最決平15・ 8 ・ 6 家月56卷 2 号160頁。
（106）東京高決平24・ 1 ・12家月64巻 8 号60頁。
（107）大阪高決平29・ 4 ・28判時2355号52頁。
（108）大阪高決平24・ 3 ・29判時2288号36頁。
（109）大阪家決平28・ 2 ・ 1 判タ1430号250頁。
（110）大阪高決平19・ 6 ・ 7 判タ1276号338頁。
（111）旭川家決平 1 ・ 9 ・25家月41卷12号129頁。
（112）本章第 1 節第 1 項に列挙した学説を参照。
（113）山本・前掲注（ 7 ）34頁。


























（133）大阪高決平24・ 3 ・29 判時2288号38頁、大阪家決平28・ 2 ・ 1  判タ1430号































（155）大阪高決平24・ 3 ・29 判時2288号38頁、東京高決平24・ 1 ・12家月64卷 8 号
60頁。
（156）本章第 1 節第 1 項、第 2 項、第 3 項を参照。
（157）山本・前掲注（ 7 ）34頁、佐藤・前掲注（ 7 ）44頁。
（158）花元・前掲注（118）87-88頁。
（159）花元・前掲注（118）88頁。
（160）山本・前掲注（ 7 ）34頁、佐藤・前掲注（ 7 ）44頁。
（161）本稿第 2 章第 1 節を参照。
（162）本稿第 2 章第 1 節を参照。
（163）本稿第 2 章第 1 節、第 2 節を参照。
（164）棚村政行「離婚と子ども　円滑な調停運営のための留意点　」調停時報200号
63頁（2018）。
（165）柴田・前掲注（86）3523頁、石川明ほか編『注解民事執行法（上）』166頁〔三
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輪和雄＝加藤正男〕（青林書院，1991）、磯尾俊明「面会交流事件と間接強制につい
て　最近の裁判例の紹介を中心として」ケース研究308号144頁（2011）、鈴木忠一
＝三ケ月章編『注解民事執行法（ 1 ）』257頁〔石川明〕（第一法規出版，1984）。
（166）二宮・前掲注（148）153頁。
（167）沈・前掲注（24）260頁、鄧・前掲注（77）57-58頁、丁・前掲注（66）89頁。
（168）棚村政行編『面会交流と養育費の実務と展望：子どもの幸せのために』241-
245頁〔南方暁〕（日本加除出版，第 2 版，2017）、棚村政行「面会交流への社会的
支援のあり方」家族〈社会と法〉26号94-95頁（2010）などを参照。
